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厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

総括研究報告書 

 

健康日本 21（第三次）の推進及び進捗評価のための研究 

 

研究代表者 辻 一郎 東北大学大学院医学系研究科公衆衛生学分野・客員教授 

 

研究要旨 

 健康日本 21（第三次）の推進及び進捗評価を学術面からサポートを行うことを目的に、12 名の

研究者で研究班を組織し、以下の結果を得た。 

１. 自治体において健康寿命の地域間格差の要因分析を行い、格差縮小策につなげる方法を整理し

た。健康日本 21（第三次）の各分野の優良事例を抽出し、アクションプランの改訂及び指標の

整理を行った。健康日本 21 推進全国連絡協議会を対象に、健康日本 21（第三次）の取組状況

をアンケート調査し、その現状と課題を浮き彫りにした。地域住民を対象に骨粗鬆症検診を試

行し、現在提案中の検診項目は実施可能性が高いことを明らかにした。 
２. 健康日本 21（第三次）の各分野に関して、自治体や関連研究者との話し合いを経て、ロジック

モデル（とくにアウトプット指標とアウトカム指標）を更新するとともに、自治体におけるロ

ジックモデル作成・活用を促すための方策について検討した。 
３. 健康寿命の 2025 年値の算定と推移評価に関する方法論上の検討を行った。健康寿命の推移の評価

にあたって、COVID-19 に関するさまざまなシナリオで健康寿命の指標値を算定し、推定の精度につ

いて検討した。これにより健康寿命算定に関する方法論上の課題はクリアできたと思われるので、

次年度に実施予定の 2025 年指標値の算定に向けた準備を完了することができた。 
４. 上記の検討結果を全国の健康づくり担当者に幅広く伝えるためにウェブによる「アクションプラン

研修会」を２回開催した。終了後１ヶ月間は講義の動画を YouTube で公開した。各回とも、当日

と YouTube と合わせて 800 名程度が視聴した。研修会受講者の感想では、94.9％が「非常に満

足した」または「まあ満足した」と回答するなど、高い評価をいただいた。 
以上のように、本研究は計画通りに進捗している。最終年度にあたる来年度も、計画通りに研究

事業を実施し、健康日本 21（第三次）の円滑な展開、そして国民における健康寿命のさらなる延伸

と健康格差の縮小に貢献するものである。 

 

研究分担者 

池原 賢代 琉球大学医学部保健学科疫学・行

動科学分野・教授 

井上   茂 東京医科大学医学部公衆衛生学

分野・主任教授 

岡村 智教 慶應義塾大学医学部衛生学公衆

衛生学教室・教授 

片野田耕太 国立がん研究センターがん対策

研究所データサイエンス研究部・

部長 

川戸美由紀 国立保健医療科学院疫学・統計研

究部・上席主任研究官 

栗山 健一 国立精神・神経医療研究センター 

精神保健研究所睡眠・覚醒障害研

究部・部長 

近藤 尚己 京都大学大学院医学研究科社会

疫学分野・教授 

杉山 雄大 国立国際医療研究センター糖尿

病情報センター医療政策研究室・

室長 
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村山 伸子 新潟県立大学人間生活学部・教授 

横山 徹爾 国立保健医療科学院生涯健康研

究部・特任研究官 

吉村 典子 東京大学医学部附属病院 22世紀

医療センターロコモ予防学講座・

特任教授 

 

Ａ．研究目的 

令和６年度に開始された国民健康づくり運

動「健康日本 21（第三次）」は、「より実効性を

もつ取組（Implementation）」と「誰一人取り残

さない健康づくり(Inclusion)」を二本柱の一

つに位置付け、前者については目標の設定・評

価（エビデンスを踏まえた目標設定、中間評価・

最終評価の精緻化）、アクションプランの提示

（自治体の取組の参考となる具体的な方策の

提示）、そして ICT の利活用をもって当たると

している。 

健康日本 21（第三次）の策定にあたって、本

申請者らは厚生労働行政推進調査事業補助金

により「次期健康づくり運動プラン作成と推進

に向けた研究（22FA2001）」を令和４年度から同

６年度まで実施し、健康日本 21（第三次）で取

り上げるべき目標項目・目標値の提案に加えて、

目標達成に向けて取組むべき健康増進施策（ア

クションプラン）・進捗評価指標（ロジックモデ

ル）の提案などを行ってきた。 

健康日本 21（第三次）が動き始めた現在、そ

の推進及び進捗評価を円滑かつ効果的に行う

ことが求められている。本研究の目的は、健康

日本 21（第三次）の推進及び進捗評価を学術面

からサポートを行うことである。そのため、以

下の研究と社会還元活動を行う。 

 第１に、効果的な健康づくり施策に関する研

究として、各研究分担者が担当する健康日本 21

（第三次）の領域・目標項目に関して、昨年度

までの研究班で作成したアクションプランを

改訂するとともに、国内外の優良事例を収集す

る。これにより自治体・保険者・関係団体が取

組むべき健康増進施策を提案する。 

 第２に、健康日本 21（第三次）の進捗管理に

関する研究として、昨年度までの研究班で検討

してきたロジックモデルのうちアウトプット

指標（施策の実施状況、参加者数など）や中間

アウトカム指標（対象とする地域や人の変化）

について、都道府県・市町村がデータを収集・

分析して PDCA サイクルに活かしていく方法を

提案する。 

 第３に、健康寿命の算出に関する研究として、

国民生活基礎調査データを用いて健康寿命の

令和７年値を算出する。 

 第４に、上記の研究成果を全国の健康づくり

担当者に効果的かつ早急に伝えるため、ウェブ

による「アクションプラン研修会」を毎年２回

ずつ開催するとともに、それ以外の媒体でも広

報に努める。 

 これらの検討・広報を通じて、健康日本 21（第

三次）の推進及び進捗評価を学術面からサポー

トし、国民における健康寿命のさらなる延伸と

健康格差の縮小に資するものである。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究班は、研究代表者と研究分担者11名、

研究協力者 5名で構成される。第１回班会議を

令和 7年 6 月 6日に開催して本年度の研究計画

について協議した。その後、各研究者が相互に

連携しつつ研究を実施した。9 月 2 日に第２回

班会議を開催して中間報告とその協議・検討を

行った。 

さらに令和 8 年 1 月 19 日に第 3 回班会議を

開催して本年度の研究成果を取りまとめた。さ

らに、ウェブによる「アクションプラン研修会」

を２回（11月 17日、12月 19日）開催した。 

 なお、研究方法の詳細については、各分担研

究報告書を参照されたい。 

 

（倫理面への配慮） 

 すべての研究は文部科学省・厚生労働省・経

済産業省「人を対象とする医学系研究に関する

倫理指針」に基づいて実施された。 
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Ｃ．研究結果 

１）効果的な健康づくり施策に関する研究 

（横山徹爾・村山伸子・井上 茂・栗山健一・

池原賢代・片野田耕太・岡村智教・吉村典子） 

 横山は、自治体（都道府県・市区町村）にお

いて健康寿命の地域間格差の要因分析を行い

格差縮小策につなげる方法を整理した。市区町

村では健康寿命「日常生活に制限のない期間の

平均」を算定できないため、補完的指標である

「日常生活動作が自立している期間の平均（平

均自立期間）」を扱う。過去の研究班において、

都道府県・市区町村別に、平均自立期間・平均

寿命・自立していない期間の平均・死因別ＳＭ

Ｒ・要介護認定率等の地域差や経年推移を“見

える化”する資料・ツール類を作成し、疾患別

医療費、特定健診によるリスク因子・生活習慣

の状況に関する既存の資料・ツール類も合わせ

て、健康寿命の自治体格差とその要因に関する

分析手順書にまとめてきた。本年度は、これら

の資料等を最新年の数値に更新し、分析手順書

にデータ活用の視点を加えた。 

 村山は、「健康寿命をのばそう！アワード」の

第１回（2012年）から 13回（2024 年）までの

間に、栄養・食生活分野での取組で受賞した 16

自治体を抽出し、その取組内容を「介入のはし

ご」に沿って整理した。その結果、自治体でも

介入のはしごのレベル２（選択の制限）～レベ

ル７（情報提供）の取組が実施されており、実

現可能性が確認された。 

 井上は、身体活動推進に積極的な３自治体へ

のヒアリング調査に基づき、行政の個別施策に

ついてアクションプランの改訂及び指標の整

理を行った。その結果、個別施策については、

施策の解説のみでは具体的な事業内容を想起

しにくいとの指摘があったことから、解説に加

え具体的な事業内容の例を追加した。さらに、

各施策の担当部署が必ずしも明確でないとの

指摘を踏まえ、施策ごとに主導する行政内の部

署を分析し、アクションプランに追加した。そ

の結果、運動習慣の定着に関する施策は保健部

門及び教育・スポーツ部門が、日常生活におけ

る歩数の増加に関する施策は保健部門及び都

市計画・交通部門が、それぞれ主導的な役割を

担うことが示された。 

 栗山は、健康日本 21（第三次）の２つの休養

目標（睡眠休養感、睡眠時間）を達成するには

「健康づくりのための睡眠ガイド 2023」に基づ

き目標・具体的対策の教育・啓発が必要であり、

それを実現するには、教育・啓発を適切に実施

する保健師や管理栄養士等の睡眠健康管理担

当者の充実も重要な課題であると認識した。そ

こで、アクション・プランで企業や自治体にお

ける保健師や管理栄養士等の睡眠健康管理担

当者を充実させることを盛り込むことで、上記

課題を解決し健康増進に寄与する休養目標の

達成を図る方針とした。 

池原は、飲酒分野の目標（生活習慣病（NCDs）

のリスクを高める量を飲酒している者＝全体で

10％、女性で 6.4％）の達成に向けた対策を推進

するため、都道府県アルコール健康障害対策推

進計画をレビューするとともに、自治体や企業

などの優良な取組事例を収集した。その結果、

都道府県アルコール健康障害対策推進計画の位

置付けは、アルコール健康障害対策推進計画（単

独）30件、依存症対策推進計画（内包）11件、

保健医療計画／ヘルスプラン（内包）6 件であ

り、記載内容は都道府県でばらつきがあった。

「健康寿命をのばそう！アワード」では 13年間

の受賞プロジェクト 237 件のうちアルコール関

連は 5 件にとどまった。今後、飲酒関連の取組

を吸い上げ、周知できる仕組みを構築すること

で、今後の自治体や企業などでの飲酒分野の取

組増加につながることが期待された。 

 片野田は、たばこ対策の好事例を効果的に活

用するために、効果的だと考えられる要素の抽

出とそれに基づく構造化をすることを目的と

した。たばこ対策の優良事例を「健康寿命をの

ばそう！アワード」および医中誌 Web から収集

し、職域４事例および自治体1事例を選択した。

それらの事例から効果的だと考えられる４つ
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の要素（「時間をかける＝多段階展開」、「楽しむ

＝ナッジの活用」、「周りを巻き込む＝多部門連

携」、および「コンセプトの明確化と伝達＝愛

情」）を抽出した。さらに、これら各要素に該当

する項目を上記の５事例から抽出し、各要素に

該当する事例として構造的に配置した。この構

造化の結果に基づいて、たばこ対策の好事例紹

介パンフレットを作成する予定である。 

 岡村は、健康日本 21（第三次）の推進に重要

な役割を担うと考えられる健康日本 21 推進全

国連絡協議会を対象に、健康日本 21（第三次）

目標項目への取組状況をアンケートにより調

査した。140 団体中 89 団体から回答があった。

健康日本 21（第三次）の目標項目について、

79.8％が何らかの項目に取組中で、59.6％がミ

ッションとして活動中と回答した。一方、取組

の公開は 16.9％、独自の目標値設定は 7.9％、

他団体との連携は 14.6％にとどまった。健康日

本 21（第三次）で実施中の分野間では、がんと

COPD、循環器病と糖尿病の間で強い相関が認め

られ、生活習慣や慢性疾患、心身の機能に関わ

る複数の分野間でも強い相関が認められた。国

や学術団体に対しては、取組事例・ガイドライ

ン・進捗状況・研修機会等に関する情報の提供

が求められた。以上より、各団体がそのミッシ

ョンに基づいて健康日本 21（第三次）の各目標

に取り組んでいるものの、定量的な評価指標や

連携の具体性が不足している現状が浮き彫り

になった。 

 吉村は、健康日本 21（第三次）における骨粗

鬆症検診受診率向上に向けて提案された新た

な検診項目（FRAX および OSTA の組み合わせ）

を、地域住民コホートで実地に適用し、その実

施可能性を検証することを目的とした。本年度

は、骨関節症・骨粗鬆症に関する地域住民コホ

ートである Research on Osteoarthritis/ 

Osteoporosis Against Disability（ROAD）スタ

ディ参加者の20年目にあたる追跡調査として、

山村地域において住民検診を実施し、638人（男

性 218人、女性 420人、平均年齢 68.3 歳）の参

加を得た。検診は円滑に実施され、提案された

検診項目は地域住民を対象とした検診におい

て適用可能であることが示唆された。 

 

２）健康日本 21（第三次）の進捗管理に関する

研究（村山伸子・井上 茂・栗山健一・杉山    

雄大・近藤尚己） 

 村山は、子どもの肥満の減少、食塩摂取量の

減少、野菜摂取量の増加、主食・主菜・副菜の

摂取増加を目標として取組を実施している４

自治体と、研究者が関与している１自治体の計

５自治体について、詳細な資料分析とインタビ

ューを実施した。その結果、アウトプット指標

はいずれの自治体でも適切に設定・把握されて

おり実現可能であることが確認された。中間ア

ウトカム指標については、行動指標は多くの自

治体で把握されていたが、知識・態度の指標は

少なく、「取組の認知度」や「取組による行動変

容」を指標とすることが有効であると考えられ

た。また、ロジックモデルを PDCAに活用してい

る自治体が複数確認され、その有効性と今後の

課題が示された。 

 井上は、身体活動・運動のアウトプット指標・

中間アウトカム指標について、自治体の負担を

考慮し国保データや既存の定例調査等から把

握可能な項目を中心に整理した。今後は、地域

特性や自治体体制の違いに応じた一般化可能

性を検証するため、ヒアリング調査の対象をさ

らに拡大し、より汎用性の高いものへ発展させ

る予定である。 

 栗山は、上記研究１で示した問題認識（睡眠

ガイドを教育・啓発する保健師や管理栄養士等

の充実が重要な課題）のもと、休養・睡眠に関

するロジックモデルの中で、企業や自治体にお

ける保健師や管理栄養士等の睡眠健康管理担

当者の数をアウトプット指標としてモニタリ

ングし、これらの睡眠健康管理担当者を活用す

る人の増加を中間アウトカム指標に加えるな

どの改訂を行った。 
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 杉山は、各都道府県の健康増進計画（健康日

本 21（第三次））における糖尿病分野の取組を

分析し、実効的な施策やロジックモデルのあり

方を検討するため、①計画の比較分析と②３県

へのヒアリング調査を行った。その結果、「治療

継続者の割合」を指標とする自治体は少なく、

その背景として現状の国のデータでは都道府

県別の数値を把握できないことの影響が示唆

された。また、ロジックモデルの活用は 13県に

留まり、その半数が健康日本 21（第三次）推進

のための説明資料内の図を引用していた。作成

県は「因果関係の可視化」を利点とする一方、

不足施策への予算確保を課題として挙げてい

た。未活用県からは、国レベルのロジックモデ

ルは医療計画に比して漠然としており、庁内の

他部署への説明に使いにくいといった意見も

あった。今後、国レベルでの利用可能なデータ

ソースの提示やロジックモデルの詳細化、掲載

の利点を明示していくことが計画の質向上と

ロジックモデル活用に繋がると推察される。 

近藤は、健康日本 21（第三次）の「社会との

つながり」に関する目標（つながり・社会活動・

共食）について、公衆衛生の専門家によるワー

キンググループを設置し、これまでに提案した

都道府県向けのアクションプランとそのマネ

ジメントのためのモニタリング指標案を整理

した。本年度は、社会とのつながりが及ぼす心

身の健康への影響、および社会とのつながりに

関連する環境要因や健康施策の効果に関する

疫学研究を進めた。さらに、得られた学術的知

見や最近の公衆衛生活動の潮流を踏まえて、モ

ニタリング指標案を整理し、修正デルファイ法

を活用して取捨選択を行い、最終的にアウトプ

ット指標とアウトカム指標の合計 68 項目を選

定した。あわせて、各目標に関する国内の優良

事例を収集した。 

 

３）健康寿命の算出に関する研究（川戸美由紀） 

 川戸は、健康寿命の算定・評価方法の検討、

2025年の指標値の算定と推移評価（全国と都道

府県格差）および COVID-19 などの関連要因の

検討を行っている。２年計画の初年度の研究と

して、健康寿命の基礎資料の不健康割合と死亡

率に対する COVID-19 流行の影響を検討した。

COVID-19 流行を考慮した健康寿命の算定方法

として、従前の方法を標準の方法（COVID-19の

影響を含む）とし、それ以外に COVID-19の影響

を含まない方法、COVID-19の直接的影響を含ま

ない方法、年平均の COVID-19 の直接的影響を

含む方法を示し、各算定方法で、2022年の健康

寿命の指標値に違いがあることを確認した。こ

れらの算定方法による指標値に基づく、C0VID-

19 流行を考慮した健康寿命の推移の評価方法

と都道府県格差の評価方法を示すとともに、

2010～2022 年の健康寿命の推移と都道府県格

差を観察した。これにより、次年度に実施予定

の 2025年値の算定に向けた準備を完了した。 

 

４）研究成果の社会還元・広報活動（辻 一郎・

研究分担者全員） 

本研究班の研究成果をできるだけ早期に全

国の健康づくり施策担当者に伝えて、健康日本

21（第三次）のより効果的な展開に資するため、

ウェブによるアクションプラン研修会を２回

開催した。第１回研修会（11 月 17 日）では睡

眠、身体活動・運動、飲酒、栄養・食生活に関

する国のガイドラインを健康日本 21（第三次）

アクションにつなげる方策について、第２回研

修会（12 月 19 日）ではたばこ対策と社会環境

の質の向上について、講義を行った。研修会後

１ヶ月程度、講義の動画をYouTubeで公開した。

各回とも、当日と YouTube と合わせて 800 名程

度が視聴した。研修会受講者の感想では、

94.9％が「非常に満足した」または「まあ満足

した」と回答するなど、高い評価をいただいた。

来年度は生活習慣病（循環器疾患、糖尿病、骨

粗鬆症）と健康寿命（2025年値の解説、都道府

県格差の評価と格差縮小に向けた立案、健康寿

命関連要因のレビュー）に関する研修会をウェ

ブにて開催する予定である。 
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Ｄ．考 察 

 本研究事業では、以下の４点について調査研

究と社会還元活動を行った。 

1. 効果的な健康づくり施策に関する研究 

2. 健康日本 21（第三次）の進捗管理に関する 

   研究 

3. 健康寿命の算出に関する研究 

4. 研究成果の社会還元・広報活動 

 このうち、第１項と第２項の研究は健康日本

21（第三次）の進め方に関する検討という点で

共通しているので、この２つの研究については

一括して、本年度の達成状況と今後の課題につ

いて論じたい。 

 第１項「効果的な健康づくり施策に関する研

究」と第２項「健康日本 21（第三次）の進捗管

理に関する研究」では、研究計画の通り、国内

外の優良事例の収集や自治体・関連団体に対す

るアンケート調査・聞き取り調査などに基づき、

アクションプランとロジックモデルの改訂を

行った。そのなかで、いくつかの課題が浮かび

上がってきた。たとえば、糖尿病分野では「治

療継続者の増加」を目標に掲げる都道府県が約

半数にとどまったこと、ロジックモデルを活用

している都道府県も３分の１以下であったこ

と、などである。前者の問題については、都道

府県別の治療継続者の割合を把握可能な国の

データベースが現状では存在しないこと（この

データを都道府県が調査・把握することはかな

り困難であること）が影響していると思われた。

したがって、健康日本 21（第三次）の目標項目

に掲げる以上は、各都道府県がデータソースと

して利用可能なデータを国が提示する必要が

あるのではなかろうか。後者の問題（ロジック

モデルの活用が不十分）では、(1)活用すること

の具体的なメリットや必要性に関する理解が

十分に浸透していないこと、(2)国が提示して

いる健康増進計画のロジックモデル（健康日本

21（第三次）の説明資料内で循環器・糖尿病分

野について記載されているロジックモデルの

ことか）は内容が漠然としており、そのまま用

いるには使いづらいといった意見が自治体か

ら聞かれた。本研究では、健康日本 21（第三次）

の目標全 51 項目のうち 30 項目について、ロジ

ックモデルとアクションプランを作成し、ロジ

ックモデルのアウトプット指標と中間アウト

カム指標については具体的な項目と把握方法

を提案している。これらの提案が実際に活用さ

れることを望むものである。 

さらに本研究では、今後取組むべき健康増進

施策や自治体によるデータの分析方法などに

ついても検討を行った。これらをさらに実効性

ある取組に進化させるために、本研究ではさま

ざまな提案を行った。たとえば、ICT を活用し

た情報発信や連携基盤の構築と取組の可視化、

目標分野（例：身体活動・運動と栄養・食生活）

どうしの連携モデルの構築・提示、国・学術団

体による現場実装用ツールの提供などである。

とくに最後の提案（国・学術団体による現場実

装用ツールの提供）は健康日本２１推進全国連

絡協議会加入団体へのアンケート調査で浮か

び上がってきたものであり、本研究班としても

重視すべき課題と思われる。 

 第３項「健康寿命の算出に関する研究」では、

健康寿命の 2025 年値の算定と推移評価（全国

と都道府県格差）に関する方法論上の検討を行

った。健康寿命の長期的推移を評価するうえで

は COVID-19の影響程度の検討が不可欠である。

そこで本年度は COVID-19 に関するさまざまな

シナリオで健康寿命の指標値を算定し、推定の

精度について検討した。これにより健康寿命算

定に関する方法論上の課題はクリアできたと

思われるので、次年度に実施予定の 2025 年指

標値の算定に向けた準備を完了した。 

 第４項「研究成果の社会還元・広報活動」で

は、本年度もアクションプラン研修会をウェブ

により２回開催し、各回とも 800 名程度が視聴

し、受講者の感想でも高い評価をいただくこと

ができた。アクションプラン研修会は、前身（令

和４〜６年度）の研究班でも令和６年度に開催

したが、今回は研修会終了後約１ヶ月間
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YouTube での視聴を可能にしたことが大変好評

であり、「（他の業務との間で）時間を気にせず

視聴できた」や「大事なところ・難しいところ

は何度も繰り返せたので理解が深まった」など

のご意見をいただいた。来年度は生活習慣病

（循環器疾患、糖尿病、骨粗鬆症）と健康寿命

（2025年値の解説、都道府県格差の評価と格差

縮小に向けた立案、健康寿命関連要因のレビュ

ー）に関するアクションプラン研修会をウェブ

にて開催する予定である。 

横山は研究成果を「自治体における健康寿命

等の格差分析を進めるためのデータ読み解き

ポイント」（https://www.niph.go.jp/soshiki/ 

07shougai/datakatsuyou/data/KenkoJumyoBun

sekiV1.21.pdf）としてウェブ上に公開した。そ

れは厚生労働省「健康日本 21 アクション支援

システム〜健康づくりサポートネット〜」の学

習教材「健康寿命の延伸・健康格差の縮小を目

指した都道府県の取組事例集」（ https:// 

kennet.mhlw.go.jp/tools/wp/wpcontent/them

es/targis_mhlw/pdf/casestudies_hle.pdf）に

も掲載された。 
来年度は最終年度であるため、多くの研究分

担者が自治体や一般の方々を対象とするパン

フレット・啓発資料などを作成するなど、社会

還元活動を充実させる予定である。 

 以上のように、本研究は計画通りに進捗して

いる。最終年度にあたる来年度も、計画通りに

研究事業を実施し、健康日本 21（第三次）の円

滑な展開、そして国民における健康寿命のさら

なる延伸と健康格差の縮小に貢献するもので

ある。 

 

Ｅ．結 論 

 健康日本 21（第三次）の推進及び進捗評価を

学術面からサポートを行うことを目的に、12 名

の研究者で研究班を組織し、以下の結果を得た。 

1. 自治体において健康寿命の地域間格差の要

因分析を行い格差縮小策につなげる方法を

整理した。健康日本 21（第三次）の各分野に

関する優良事例を抽出し、アクションプラン

の改訂及び指標の整理を行った。健康日本 21

推進全国連絡協議会を対象に、健康日本 21

（第三次）目標項目への取組状況をアンケー

ト調査し、その現状と課題を浮き彫りにした。

地域住民を対象に骨粗鬆症検診を試行し、現

在提案中の検診項目は実施可能性が高いこ

とを明らかにした。 

2. 健康日本 21（第三次）の各分野に関して、自

治体や関連研究者との話し合いを経て、ロジ

ックモデル（とくにアウトプット指標とアウ

トカム指標）を更新するとともに、自治体に

おけるロジックモデル作成・活用を促すため

の方策について検討した。 

3. 健康寿命の 2025 年値の算定と推移評価（全

国と都道府県格差）に関する方法論上の検討

を行った。健康寿命の長期的推移を評価する

うえでは COVID-19 の影響程度の検討が不可

欠であるため、COVID-19に関するさまざまな

シナリオで健康寿命の指標値を算定し、推定

の精度について検討した。これにより健康寿

命算定に関する方法論上の課題はクリアで

きたと思われるので、次年度に実施予定の

2025 年指標値の算定に向けた準備を完了す

ることができた。 

4. 上記の検討結果を全国の健康づくり担当者

に幅広く伝えるためにウェブによる「アクシ

ョンプラン研修会」を２回開催した。終了後

１ヶ月間は講義の動画を YouTube で公開し

た。各回とも、当日と YouTube と合わせて 800

名程度が視聴した。研修会受講者の感想では、

94.9％が「非常に満足した」または「まあ満

足した」と回答するなど、高い評価をいただ

いた。 

以上のように、本研究は計画通りに進捗して

いる。最終年度にあたる来年度も、計画通りに

研究事業を実施し、健康日本 21（第三次）の円

滑な展開、そして国民における健康寿命のさら

なる延伸と健康格差の縮小に貢献するもので

ある。 
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